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----------------------------------------------------------------------------
　11月14日（火）に「第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟」を開催します。
今号でもプーチン大統領の電力分野への積極姿勢が伝えられていますが、「対話」
にはロシア・エネルギー庁チホノフ長官などが参加予定。皆様もどうぞご来場くだ
さい。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
 
━━━　NEAヘッドライン　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　
　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  プーチン大統領がエネルギー分野での投資促進を政府に指示  ◇

  9月5〜8日に行われた極東連邦管区への出張の結果に沿ったプーチン大統領の指
令リストが公表された。ロシア連邦政府に出された指示の中には、ロシア極東の電
力関連施設の建設及び（あるいは）設備更新への民間投資の流入促進メカニズムの
検討がある。
  ロシア極東のエネルギー分野での連携が第3回東方経済フォーラムで話し合われ
た。例えば、日本の安倍首相はエネルギー分野を日ロ協力の伝統的領域と呼んだ。
韓国の文在寅（ムン・ジェイン）大統領はスピーチで、「発電での協力はエネルギー
産業の新しい枠組みの形成に係る課題だ」と述べた。プーチン大統領によれば、エ
ネルギー分野での活動は継続されるだろう。「フォーラムの出席者全員が、このこ
とにかなり前向きだ」。
  エネルギー産業の発展は、極東の経済のポテンシャルを引き出すために必要だ。
数十年間、引き上げられた電力料金は一連の工場や企業の稼働の妨げであった。こ
のたび、それらを国内平均水準にするという決断が下された。同時に、電力の原価
を下げるために、新たな発電施設の整備が必要だ。
  第3回東方経済フォーラム中で、へベル社（Renova Groupと（株）ロスナノの合
弁）、韓国の現代、極東投資促進・輸出支援エージェンシーの間で、ロシア極東で
の太陽光とディーゼルのハイブリッド発電所の建設に関する三者協定書が署名され
ている。（極東開発省公式HP 9月28日）

  ◇  ダイヤモンド業界の技術者養成センターが設置に向けて動き出した  ◇

  プーチン大統領は極東開発省に、教育科学省、独立非営利団体「ロシア極東人的
資本開発エージェンシー」と協力し、極東連邦管区のダイヤモンド研磨業界の企業
向けの高度技術者の総合的養成事業を実行するよう指示した。高度技術者の養成を
目的とし、専門的な教育拠点の設立が予定されている。「ダイヤモンド研磨職人」
と「原石ダイヤモンド加工技術」という新しい方面の専門家が、沿海地方のダイヤ
モンド加工業界のために国際ダイヤモンド業界センターで養成される。
  プーチン大統領はEEF-2017（東方経済フォーラム）の先行経済発展区（TOR）見
本市を訪れ、インドの宝石・宝飾品業界大手KGKのダイヤモンド研磨工房をスター
トさせた。（極東開発省9月28日）

  ◇  ダイヤモンドを担保とする通貨の流通が始まる  ◇

  投資プラットフォーム「Voskhod」が、ロシア初のダイヤモンドを担保にした電
子通貨プラットフォームになる。
  非営利団体NP RTSと極東発展基金（FEDF）によって設立された電子通貨プラット
フォーム「Voskhod」が、新しくて有望な、ダイヤモンドを担保とする電子通貨
「D1コイン」のプラットフォームになる。
  D1コインの創設者、Diamundi Pte Ltd.の情報によると、2018年中の流通開始が
予定されている全てのD1コインの額面総額は、約10億ドルになる。これは既に
「Voskhod」が取引を選んだ2つ目の電子通貨だ。9月22日には、ロシア極東におけ
るロシアの農業法人の設立を目的とし、電子システム「Voskhod」での電子通貨
Biocoinの流通に係る連携について、農業協同組合LavkaLavkaと合意に達している。
  2017年8月には、「Voskhod」でのデジタル資産取引の実行を可能にする手形交換
規則を、ロシア連邦中央銀行が制定した。NP RTSとFEDFのプレスリリースによれば、
NP RTSは、仮想資本を取り扱う際の投資家の権利保護のメガレギュレーター（中央
銀行）の懸念に配慮しつつ「Voskhod」の試験運用を開始し、活動メカニズムと中
央銀行側のツールの調整を終えてから、プロジェクトをスタートさせる構えだ。
  「スコルコボ・ベンチャー・インベストメント」（「Voskhod」で「スコルコボ」
経済特区入居者の資金を呼び込む可能性に期待）やFEDF（ロシア開発対外経済銀行
傘下）という主導的な国の開発機関が「Voskhod」の展開に賛同している。
（FINAM 10月2日）

  ◇  極東連邦大でIEC大会が開幕  ◇

  極東連邦大学で国際電気標準会議（IEC）の第81回大会が開幕した。2週間で312
の会合が開かれ、40カ国から1500人以上の代表者が出席する。ロシアがIECを受け
入れるのは40年ぶりのことだと大学広報室は伝えている。
  極東連邦大での会合の議題は、スマートテクノロジー分野の新技術、再生可能エ
ネルギーの電力系統への連結、国際電気技術辞書の作成、電気設備と鉄道用システ
ム、電気音響学など。中国、日本、アメリカがそれぞれ200人以上からなる最大規
模の代表団を会議に派遣した。ロシアの専門家グループは連邦技術調整・度量衡局
（Rosstandart）のアレクセイ・アブラモフ長官が主導する。
（ロシースカヤ・ガゼーダ10月3日）

  ◇  ハバロフスクの日ロ合弁の野菜の出荷が再開  ◇

  日ロ合弁会社「JGC Evergreen」がハバロフスク市内の商店への野菜の供給を再
開した。市民はまずキュウリ2品種を買うことができる。トマトの植え付けは、建
設作業のため、10月にずれ込む。12月末までにピーマン／パプリカが予定されてい
る。試験済みの品種と新種（紫とオレンジ）が既に植え付け済みだ。10月には葉物
野菜（ラディッシュ、サラダ菜など）の植え付けが予定されている。
  JGC Evergerrnは「アバンガルド」工業団地で温室の第2ライン（2.5ヘクタール）
を建設中だ。工事は今年5月に始まり、11月の稼働が予定されている。温室の第2ラ
インの費用は4億8000万ルーブル。プロジェクトは3つの温室（総面積10.3ヘクター
ル）の建設を予定しており、野菜以外にイチゴも栽培される。
  JGC Evergreenが温室で採用している技術は、1平方メートル当たり最大100キロ
の収量を可能にする。JGC Evergreenの製品はまだハバロフスク市民しか買うこと
ができないが、全ての温室の稼働にともない、投資家側は製品の供給地域を拡大す
ることにしている。（極東開発省HP 10月4日）

  ◇  沿海地方知事が解任  ◇

  沿海地方のウラジミル・ミクルシェフスキー知事が解任された。関連の大統領令
にプーチン大統領が署名した。「知事代行にはアンドレイ・タラセンコ氏が任命さ
れた」とドミトリー・ペスコフ大統領報道官は述べた。タラセンコ氏はこれまで、
「ロスモルポルト」の社長を務めていた。
  知事の交代は定期的に行われている。新たな人事入替の波が始まったのは先月末
のこと。プーチン大統領は先週、サマラ州、ニジニ・ノブゴロド州、ネネツ自治管
区、クラスノヤルスク地方の知事を解任した。今週も知事の交代は続いた。プーチ
ン大統領はダゲスタン共和国の首長も解任した。
（ロシースカヤ・ガゼータ10月4日）

  ◇  プーチン大統領「ロシアは特に極東地域で風力発電を拡充する」  ◇

  プーチン大統領は会議「ロシアエネルギーウィーク」でスピーチし、電力業界に
おける革新的ソリューションの重要性と、ロシア極東など地方の需要充足を可能に
するクリーンエネルギーの意義に触れた。
  「我々は、水力エネルギープロジェクトについて考え、実行するのはもちろんの
こと、風力発電を展開する可能性を有している。国産の最新式ソーラーパネルや、
風力発電プラントの生産の拡大が良い例だ」と大統領は述べた。
  ロシア極東は既に、この方面の模範となっている。第3回東方経済フォーラムで
はロシア極東のハイブリッド型発電所（太陽光＋ディーゼルエンジン）の建設に関
する3者協定書が企業グループ「ヘベル」（レノワ・グループと（株）ロスナノの
合弁）、韓国の「現代」、極東地域投資誘致・輸出支援エージェンシーの間で署名
された。
  タス通信の報道によると、プーチン大統領は、再生可能エネルギー分野では国産
製品の方が競争力は高いということがしばしばある、と指摘した。「我々は、再生
可能エネルギーの利用を拡充する方針だ。よって、我が国はどのようなアクシデン
トにも困らなくなるだろう」と大統領は述べた。
  9月5〜8日の大統領のロシア極東訪問の結果に沿った命令リストがある。ロシア
政府に出された命令の中には、ロシア極東の電力関連施設の新規建設及び（あるい
は）近代化への民間投資を促進するメカニズムの検討がある。
（極東開発省HP 10月4日）

  ◇  沿海地方の知事代行は未完成のホテルを完成させる意向  ◇

  つい4日前にウラジミル・ミクルシェフスキー前知事と交代したアンドレイ・タ
ラセンコ沿海地方知事代行は8日、地元の中断中の工事（APEC-2012 に合わせて開
業が予定されていた2つの5つ星ホテル）を視察した。
  ユーリー・トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表は沿海地方職員と議
員らに新しい知事代行を紹介し、タラセンコ知事代行に左官用の「こて」を贈った。
この象徴的な贈り物には、「せめて3人目の知事がホテルを完成させるべき」とい
うかなり具体的な意味が込められていた。
  カラベリナヤ・ナベレジナヤ通りに立地する1つ目のホテルで、タラセンコ知事
代行は12階と13階の客室を見て回った。部屋を視察した知事代行は、事業主体はこ
のような作業を容認しないだろうと述べた。沿海地方政府広報室によれば、知事代
行はここでの現状を「看過できないもの」と称した。工事の数多くの段階について
計画、予算、審査結果が欠如しているためだ。
  次の訪問地はブルヌイ岬のホテルだった。タラセンコ氏はこれを見て、現在、競
売にかけられている複合施設は取り下げされ、最後まで建設されるだろうと述べた。
「誰かがホテルでもう一度稼ごうと決めたのだろう。ホテルは国の資金で建設され
ていたと同時に、施設はかなりの部分まで完成した状態だ。私はホテルを二束三文
で売りたくない。この施設は完成させる必要があるので、共同出資者を探そう」と
タラセンコ代行は明言した。
  タラセンコ知事代行は、各階の完成日を入れた正確な作業スケジュールを作成す
るよう、下請業者に要求した。ホテルの状況は12日の会議で詳しく協議されること
になっている。タラセンコ知事代行はそれまでに、施設に関する書類をすべて提出
するよう求めた。（ロシースカヤ・ガゼータ10月8日）

  ◇  医療の質の低さがロ極東からの人口流出の一因  ◇

  ロシア極東の住民は医療の質の低さが人口の流出の一因だと考えている、と全ロ
シア世論調査センター（VCIOM）のエレーナ・ミハイロワ所長がタス通信に語った。
  ミハイロワ所長によると、近年、ロシア極東地域の医療水準は改善し、今後も向
上すると思われる。「1年ですべてを立て直すのは無理だが、昨年と比べれば数値
は改善した」とミハイロワ所長は話した。
  ロシア極東はロシアの面積の36％を占めるが、人口は618万4000人しかいない。
人口の流出は既に1980年代に始まって、今も続いている。直近の過去20年間で約200
万人がこの地を去った。人口流出の主な理由は、社会的インフラ、住宅・公共イン
フラ、交通インフラの未発達、多くの産業における収入の低さ、外からの食料供給
への依存度の高さだ。しかし、今年は転出件数が43％減少した。
  高等医療組織管理学院は、チュコト自治管区、サハリン州、マガダン州、カムチャ
ツカ地方、ユダヤ自治州の医療サービスを国内最低とみなしている。ロシア極東各
地の行政府はこの結果に賛同していない。（DV.land 10月11日）

  ◇  極東連邦管区の投資家の権利保護専門作業部会が設置  ◇

  極東開発省と最高検察庁がロシア極東の投資家の権利・利益保護の専門作業部会
を設置したことを、最高検察庁広報室がタス通信に伝えた。
  作業部会には、極東開発省のアレクサンドル・オシポフ次官、アレクサンドル・
クルチコフ次官、ユーリア・コサレワ民間投資誘致局長、グリゴーリー・スモリャ
ク人材開発・地域発展局長、極東地域投資誘致・輸出支援エージェンシーのレオニー
ド・ペトゥホフ局長、極東開発公社のデニス・チホノフ社長が入った。
  ユーリー・チャイカ検事総長は今夏、ロシア極東で行政当局が投資家をサポート
しないばかりか、ビジネスマンに対して一層の行政障壁を設けている、と述べた。
その後、プーチン大統領は経済界への圧力を弱めるよう要請。ロシア極東の投資家
の80％余りが、活動初年度から様々な査察を受けていることが判明した。
（DV.land 10月11日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  中モ金融協力連盟がフフホトに成立  ◇

  9月26日、包頭商業銀行（略称：包商銀行）とモンゴル貿易・発展銀行を先頭に、
中モ両国の金融機関33社が参加する中モ金融協力連盟がフフホトで成立した。
  当日は第2回中国・モンゴル博覧会が開幕し、その期間中に中モ金融協力連盟の
調印式が行われて、中国側の金融機関27社とモンゴル側の金融機関6社が戦略的協
力備忘録に署名し、連盟のメンバーとなった。中国側メンバーは包商銀行、中郵人
寿保険、恒豊銀行、内モンゴル銀行等で、モンゴル側メンバーはモンゴル貿易・発
展銀行、モンゴル国家銀行、ジンギスカン銀行など。
  包商銀行の李鎮西代表取締役は連盟の中国側主席として調印式で次のように述べ
た。中モ金融協力連盟は中モ両国の金融機関が成立させた非営利かつ開放的な越境
金融協力組織で、「平等・自発・自主・独立」を原則とし、「資源共有・相互補完・
互恵協力」を旨とし、協力によるウィンウィン、開放的で包括的な発展理念を提唱
し、メンバー間の意思疎通・交流と業務協力を通して、中モ経済貿易の高効率の発
展メカニズムを確立し、中モ金融全面協力を促進することにその主旨がある。
  さらに、「一帯一路」建設が加速・推進されている現在、中モ金融協力連盟はイ
ノベーションを進め、国境を越えた統合と団結による発展を通じ、中モひいては北
東アジアの経済構造のモデルチェンジとバージョンアップを先導・推進し、中モ経
済貿易協力関係ひいては中モロ経済回廊の建設に大きく貢献するだろうと述べた。
（内モンゴル日報9月28日）

  ◇  京瀋高速鉄道の遼寧省区間全線レール敷設  ◇

  9月28日、枕木に長さ500メートルの最後の鋼製レールが敷設されたことにより、
北京−瀋陽（京瀋）高速鉄道の遼寧省区間全線のレール敷設工事が終わり、遼寧区
間の開業のための基礎を築いた。
  京瀋高速鉄道遼寧省区間のレール敷設工事は昨年9月から始まり、長さ500メート
ルの継目のないロングレールを直接敷設する方法を導入した。現在、京瀋高速鉄道
遼寧省区間の通信、信号などの工事が順番に進められている。
  京瀋高速鉄道は全長698キロメートル、設計速度は時速350キロメートル。始発駅
は北京の星火駅、全線で19の新駅が建設され、そのうち遼寧省区間に10駅ある。京
瀋高速鉄道開業後、北京−瀋陽間の所要時間はおよそ2.5時間に短縮される。
（遼寧日報9月29日）

  ◇  ハルビン−綏芬河−ウラジオストク−釜山の
                             陸海一貫輸送コンテナ列車輸送量が最多  ◇

  9月28日、綏芬河駅の関係筋によると、ハルビン−綏芬河−ウラジオストク−釜
山の陸海複合一貫輸送ルートで、今年国際コンテナ輸送列車が83本出発し、取扱量
が9098TEUを突破し、前年同期比267％となった。
  今年に入ってから、綏芬河駅は「アジア太平洋の陸海ゴールデン・ブリッジ」の
役割を果たし、物流市場の変化に絶え間なく対応しており、市場の需要に応じて列
車の本数をその都度増やし、「中外中（中国−外国−中国）、中外外（中国−外国−
外国）、外中外（外国−中国−外国）」といった三つの越境貨物輸送方式を通じて
陸海複合一貫輸送を円滑化すると同時に、鉄道輸送・出入国通関・海上輸送のシー
ムレスな結合を実現した。これらの措置により、年初の月の3本の運行から現在の
週平均1.4本へ増便運行が約束されている。
  ハルビンを中核、綏芬河を拠点とし、ロシアのボストチヌイ港あるいはウラジオ
ストク港を経由して韓国の釜山までの「中外外」国際陸海一貫輸送はおよそ7日間
しかかからない。輸送コストと時間コスト、いずれの点からみても同ルートの優位
性は明らかだ。この列車に載せた貨物の多くは上海、寧波、広州などの南方地域の
港に輸送されるほか、一部の商品は台湾、日本、韓国などの国々に輸送される。ま
た、このコンテナ列車で輸送された貨物は破損が少なく、スピードが速く、価格が
安く、便利で快適という特徴を持っている。（黒龍江日報10月2日）

  ◇  満洲里市中ロ互市貿易区　取引額1億元突破  ◇

  満洲里税関の最新統計データによると、今年1〜8月で満洲里市の中ロ互市貿易区
の取引額が1億元を突破し、1.03億元に達した。
  2016年以来、満洲里互市貿易区は満洲里市政府に指定された重点改革プロジェク
トを徹底的に開放し、互市貿易区における改革開放の度合いは絶え間なく高まって
いる。互市貿易区の全体的な機能のグレードアップ改造と卸売り専用通路の供用開
始により、卸売り区域の流通速度も大幅に向上した。現在、互市貿易区で登録され
た商品は50項目、およそ600種類ある。ロシア産食品のような一般商品以外に、服
飾、人工水晶製品、革靴、白樺樹皮細工など、10種類余りの商品が新たに追加され、
観光繁忙期のヒット商品となった。互市貿易区はすでに満洲里を訪問する観光客に
人気のレジャー・ショッピングスポットとなった。特に、7月以来の観光繁忙期が
貿易区の取引額を一気に増加させ、仕入れ・販売の両方とも盛んになっている。免
税ホールで買い物をしていた観光客は「国を出なくても本場のロシア産食品を入手
できる」と満足そうに語った。（内モンゴル日報10月10日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  食肉輸出のために家畜の防疫区域が設けられる  ◇

  9月27日の定例閣議で、複数の議題が審議された。
  防疫検疫区域の創設を受け、モンゴル国政府はアルハンガイ県、バヤンホンゴル
県、ボルガン県、ゴビ・アルタイ県、ダルハン・オール県、ドンドゴビ県、ウブル
ハンガイ県、ウムヌゴビ県、ザブハン県、トゥブ県、オブス県、フブスグル県、セ
レンゲ県の知事たちに、法律にしたがって放牧地と牧草地の提供に協力し、国内外
からの投資をサポートするよう指示した。
  内閣は、セルゲレン食糧・農牧業・軽工業大臣代行、ツァガーンフー国家専門検
査局長、関係する各県の知事に、検疫体制が敷かれ家畜の移動が監視される検疫区
域を指定地に設けるよう指示した。さらに、近隣諸国の専門機関と合意し、国内外
の投資を誘致することで、家畜を飼育するための隔離検疫区域も一部の国境チェッ
クポイント付近に設けることになった。（MONTSAME 9月28日）

  ◇  2025年までにUB市の粗炭使用をゼロに  ◇

  9月28日、ウランバートル市のメイン広場で見本市「環境に優しい最先端技術」
が開催された。このイベントでは、バトバヤル環境副大臣代行がスピーチし、政府
が市内の大気汚染の改善に注力していることを述べた。
  「環境省は首都の大気汚染の改善のための国家プログラムを推進中だ。2010年3
月から2025年までのプログラムが順調に推進されれば、ウランバートル市内の粗炭
の消費は完全になくなり、大気汚染度は50％低下するだろう。プログラム推進の枠
内で、すでに現在、複数の大型措置が実施されている。例えば、クリーン技術の使
用を奨励する目的で特別ローンや短期ローンを提供する融資ファンドが設立された」
とバトバヤル副大臣代行は見本市でのインタビューで語った。
  ウランバートル市グリーン開発・大気汚染対策課のバトバヤスガレン課長は、
「科学院のデータによると、首都のゲル地区に住む世帯の60％で住居の熱損失が見
られ、それが粗炭消費を拡大させ、大気汚染を悪化させている。そのため、まずは
熱損失の低減が必要だ」と述べた。（MONTSAME 9月29日）

  ◇  新首相を国会が任命した  ◇

  10月4日、モンゴル秋季国会の総会でU.フレルスフ氏を第30代首相に任命する議
題が審議された。質疑応答と議員の姿勢表明のあと、採決に入った。フレルスフ氏
の第30代首相任命に出席議員全員が賛成した。秋季国会総会には76人中47人の議員
が出席していた。（MONTSAME 10月4日）

  ◇  UBでユーラシア経済連合とのビジネスフォーラムが初開催  ◇

  ウランバートル市で10月4日、モンゴル外務省とユーラシア経済連合（EAEU）、
モンゴル商工会議所主催の第1回ビジネスフォーラム「モンゴルとユーラシア経済
連合2017」が開催された。
  フォーラムでは、「モンゴル−EAEU：投資、交通運輸、エネルギー産業での協力
と発展動向」、「モンゴル−EAEU：技術調整、衛生、獣医学での協力動向」という
テーマ別セッションが行われた。モンゴルとEAEUメンバー国（アルメニア、ベラルー
シ、カザフスタン、キルギス、ロシア）との通商関係における障壁の排除を目的と
し、モンゴルの関連機関とEAEUの協力覚書が署名された。フォーラムの会期中、そ
の他にも重要な二国間文書が署名された。（Mongolnow 10月4日）

  ◇  ソフトバンクの出資する2つ目の風力発電所が稼働  ◇

  10月6日、クリーン・エナジー・アジア社とNewcom（ニューコム）社、SBエナジー
社（日本）が、モンゴル南部で出力50メガワットの風力発電所を無事、稼働させた。
このウィンドファームは国内2番目となる。ニューコム・グループとSBエナジーが
出資設立したクリーン・エナジー・アジアは、「ツェツィー」プロジェクトより先
に、国内初のウィンドパーク「サルヒト」建設プロジェクトを成功させている。
  クリーン・エナジー・アジア社は2016年9月にツェツィー風力発電所を着工。1年
で25基の風力発電装置を設置し、ツェツィー変電所と32キロの送電線を建設した。
このウィンドファームはウムヌゴビ県ツォグトツェツィー郡に立地。出力50メガワッ
ト。発電所建設には日本の国際協力機構（JICA）と欧州復興開発銀行が融資した。
モンゴルは、温室効果ガス削減のための二国間クレジット制度（JCM）に関する日
本との覚書に署名している。
  モンゴルは電力需要の急激な拡大に直面しており、最近まではそれを、老朽化し
て環境を汚す石炭火力発電所によって満たしてきた。ウィンドパークは、モンゴル
がその豊富な風力資源を利用してクリーンな電力を効率的に生産することによって
電力需要を満たすのに役立つだろう。このプロジェクトは、モンゴルの持続的経済
発展と気候変動影響の緩和への寄与にも役立つだろう。
  モンゴルは1130メガワットの発電施設を有し、石炭の割合は88％、ディーゼル燃
料6％、風力6％、水力発電所2％となっている（モンゴル国エネルギー庁、2015年）。
（Asia Russia Daily 10月9日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  専用電話で医療通訳　石川県医師会が実証実験（北陸中日新聞10月3日）
  http://www.chunichi.co.jp/article/ishikawa/20171003/CK2017100302000041.html

  ◇  訪日外国人の酒税免除　県内製造場初、南部酒造場（福井新聞10月11日）
  http://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/248818

  ◇  辛み蕎麦、中国“上陸”へ　坂井の団体「B-1」催し出展（福井新聞10月12日）

  ◇  青森北高で柔道交流　友好25年ハバロフスク代表団（東奥日報10月13日）

  ◇  山形牛、台湾へ初陣　日本産の輸入解禁受け（山形新聞10月13日）
  http://yamagata-np.jp/news/201710/13/kj_2017101300280.php

  ◇  モンゴル・エルデネット市と交流　十日町で友好協設立（新潟日報10月14日）
  
━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　 三村光弘
　　　『経済成長　都会の装い』（新潟日報 10月16日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇◇  「第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟」を開催します。

　　○日時　2017年11月14日（火）　9：30〜17：45
　　○会場　朱鷺メッセ4階マリンホール（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/130666/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇  ERINA賛助会セミナー「内陸発展途上国モンゴルの可能性」を開催します。

　　○日時　2017年10月31日（火）　14：00〜16：00
　　○会場　朱鷺メッセ中会議室301（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/130645/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書6
　　『現代朝鮮経済　─挫折と再生への歩み』【三村光弘編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

  ◇◇　招聘外国人研究員を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成29年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.321(20171020)
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----------------------------------------------------------------------------
　「一帯一路」に加えて、「中国・モンゴル・ロシア経済回廊」という言葉を目に
することが多くなっています。ユーラシアでさまざまな経済連携策が考えられてい
ます。日本では、混とんとした中で衆議院議員選挙に突入です。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  第3回東方経済フォーラム総括  ◇

  2017年9月6〜7日にウラジオストクで開催された第3回東方経済フォーラム（EEF）
の枠内で、26社がウラジオストク自由港とロシア極東の先行経済発展区の入居資格
を取得した。
  投資家たちと極東開発公社との協定書の署名式は、ユーリー・トルトネフ副首相
兼極東連邦管区大統領全権代表、アレクサンドル・ガルシカロシア連邦極東開発大
臣の臨席の下で行われた。プロジェクトの出資総額は1.6兆ルーブル強になる。投
資プロジェクトの実施によって、ロシア極東地域に9700人分の新規雇用の創出が可
能となる。先行経済発展区（TOR）では10社がそれぞれのプロジェクトを始動させ
ることになる。
  東方石油化学会社（VNKhK）が「石油化学」TORの最初の入居者となった。同社は
ユーロ5を満たすエンジン用燃料と幅広いブランドの工業用・日用・医療用品製造
用ポリマー製品（ポリエチレン、ポリプロピレン）等の石油化学製品製造のための
石油精製・石油化学複合施設を建設するプロジェクトを実施する方針だ。
  ガスプロム・ペレラボトカ・ブラゴベシチェンスク社は「スボボドヌイ」TORで
アムールガス加工工場建設プロジェクトを実行している。アムールガス加工工場は
ロシア最大規模で、世界の大規模天然ガス精製プラントの一つ（設計上のガス加工
能力は年間420億立方メートル）となるだろう。ガス加工工場の構成には、世界最
大級のヘリウム工場（年間6000万立方メートル）も含まれている。
  「ミハイロフスキー」TORには大型畜産複合施設ができる。このプロジェクトの
投資家は、ベトナムの大手アグロホールディングの一つ、THグループだ。このTOR
にはフルサイクルの複合酪農施設ができる。また、EEFでは沿海地方におけるこの
投資プログラムの実行を目的とする五者協定書が署名された。
  「ナデジディンスカヤ」TORではMAZDA SOLLERS Manufacturing Rus社が自動車と
エンジン（マツダSkyActiv-G）の工場（組立て、エンジンの基本コンポーネントの
マシニングを含む）の建設と設備更新の投資プロジェクトを計画している。このプ
ロジェクトの枠内で、同社は工場のエンジン生産力を年間5万個に乗せる予定だ。
  9月5日にはEEFの枠内でさらに4社が「ナデジディンスカヤ」TORの入居資格を取
得した。これらの協定はロシア極東の先行経済発展区の投資機会プレゼンテーショ
ンの場で行われた。
  「ユジナヤ」TORではトランス・ノルド社がユジノサハリンスク市内に工業団地
をつくる。「コムソモリスク」TORではRFP Wood Pelletsが燃料ペレット工場をつ
くる。
  他方、ウラジオストク自由港には16件の新規投資プロジェクトが加わった。入居
者は最新式集合住宅、商業施設、ホテル、医療拠点の建設事業や、学校・幼稚園・
商業娯楽複合施設等の地域総合開発事業を実施する。沿海地方のウラジオストク自
由港域内では「ゴルフパークDV」と「クリスタル・ゴルフ・クラブ」が2つの大型
ゴルフ場をつくる。「沿海地方競馬場」は総合競馬場をつくる。
（極東開発省HP 9月11日）

  ◇  ウラジオでインド系ダイヤモンド研磨工房が操業を開始  ◇

  インドのKGKグループ傘下の「KGK DV」社がウラジオストク自由港の入居企業と
してダイヤモンド研磨工房の操業を開始した。事業投資総額は4億9600万ルーブル。
沿海地方の新しい製造施設の盛大な開所式が東方経済フォーラム会期中に行われた。
  極東開発省広報室の発表によると、閉鎖循環式の工場では毎月、最大9000カラッ
トのダイヤモンド原石の加工が行われる予定だ。ダイヤモンド原石はALROSA社が仕
入れる。カットダイヤモンドの輸送、保管、護送のサービスは、ユーラシアダイヤ
モンドセンターほか、ウラジオストク自由港の入居企業が提供する。
  KGKグループのサンディプ・コタリ・マネージングディレクターによれば、この
工場はロシアで3つ目になる。先の2つはモスクワとヤクーツクで操業している。ウ
ラジオストクは、アジア太平洋諸国へのカットダイヤモンドの販売にとって経済的
に有利な地域なので、ここに3つ目の工房を設置することに決めたのだという。同
社は今年、生産要員として250人程度の雇用を予定しており、2020年までに作業員
の数を500人まで増やすことにしている。
  これまでの報道によると、2017年に工場では1カ月当たり最大3000カラットを加
工する。月量8300カラットのフル操業に入るのは2018年以降になる。
（NEDRADV 9月11日）

  ◇  ウラジオに中ロ海洋気候調査センターが開設  ◇

  中ロ海洋気候調査センター（ロシア科学アカデミー極東支部太平洋海洋学研究所
内）の開所式が21日、ウラジオストクで行われる。
  「同センターを拠点とし、ロシアと中国の研究者により、先に締結された世界の
海の調査研究に関する政府間協定の枠内で進められてきた太平洋と北極海の調査研
究が継続される予定だ」と太平洋海洋学研究所のアナトーリー・アスタホフ副所長
（調査研究担当）はインターファクスに語った。
  研究者らは過去数年間、共同で日本海、オホーツク海、ベーリング海、チュコト
海（チュクチ海）、東シベリア海を調査し、興味深い成果が得られ、論文が国際的
な雑誌に発表されており、集めたデータの共同解析が続けられている。アスタホフ
副所長によれば、新しいセンターの活動で優先されるのは、気候変動における海洋
の役割や、海底鉱物資源調査、生物生産力の研究、新しい海洋技術と計器の開発・
採用などだ。
  「もう一つ興味深い分野がある。それは過去の海洋の表層結氷の調査で、その変
化の傾向、周期性、将来の詳細な予測を目的としている。これは中ロが関心を持っ
ている北極海航路の開拓にとって非常に重要だ」とアスタノフ副所長は述べた。中
ロの研究者らは、人が海洋環境に及ぼす影響や海洋鉱物資源の研究も行うつもりだ。
研究者らは、ロシア極東と北極の海への共同調査航海を予定している。また、セン
ターを拠点に両国の若手研究者の研修や実務会合、シンポジウムの開催も予定され
ている。（インターファクス9月18日）

  ◇  ダリキン元知事が沿海地方で朝鮮人参栽培に着手  ◇

  アヌチノ地区スタロバルバロフカ村で朝鮮人参の植え付けに向けた土壌の準備作
業が始まったことを、「ベスチ」沿海地方局が「太平洋投資グループ」広報室の発
表に基づいて報じている。この朝鮮人参はロシアの医薬品会社に供給されるほか、
輸出される見込みだ。
  2017年10月にも1ヘクタールの土地に朝鮮人参が初めて植えられる。その後数年
間で朝鮮人参の作付面積は広げられ、5年後には20ヘクタールになる。5年経たない
と、根は売り物にならない。プロジェクトの資金回収期間は7〜10年。
  1961年にアヌチノ地区にソ連初の朝鮮人参栽培組織「朝鮮人参ソフホーズ」が設
立された。このソフホーズは2002年に消滅。そして今また、この土地で朝鮮人参の
栽培が行われている。（ベスチ沿海地方局9月18日）

  ◇  大統領がシベリアとロ極東の観光振興を指示  ◇

  観光ビジネス向けの特別待遇、自然保護区のルートに関する統一情報サイト、外
国人の入国条件の改善。プーチン大統領はシベリアとロシア極東の観光振興のため
に、これらの指令を出した。
  政府は11月までに、特別保護区域でエコツーリズムを展開する企業および個人事
業主向けの優遇措置に関する提案を提出しなければならない。ロシアではこれまで
に、ロシア極東の観光ビジネス向けに5年間の免税が導入されている。まず、ホテ
ルがこの特恵待遇の対象となる。またロシアの全ての自然保護区に関する情報と旅
行者向けのレジャー情報のサイトが別途立ち上げられる予定だ。
  さらに、政府は連邦保安局及び地方政府と協力し、国境の外国人入国チェックポ
イントの効率性を評価し、改善策を提案することにしている。8月、ロシア極東で
はロシアで初めて、電子ビザでの外国人の入国が始まった。現在、官僚主義的チェッ
クなしで入国できるのは沿海地方だけだ。2018年からはカムチャツカとサハリンに
も電子ビザで入国することができる。ハバロフスク地方とチュコト自治管区での電
子ビザ導入期日は未定だ。（DV.land 9月19日）

  ◇  ナホトカのロスネフチの石化コンプレックスプロジェクトが進展か  ◇

  ガスプロムとロスネフチがナホトカのロスネフチの東部石油化学コンプレックス
向けのガス供給に係る4年に渡る争議を解決した。ガスプロムがサハリン2の事業拡
張のための原料と引き換えにガスを供給することに同意したことを、経済紙RBCの
複数の情報筋が語った。
  ロシア極東最大の石油精製拠点の建設は2009年以降、延期されてきた。発電用ガ
スの供給問題でプロジェクトは潰れかけていた。
  交渉の結果を知るRBCの複数の情報筋によれば、ガスプロムのミレル社長は、ロ
スネフチがサハリン1のガスをサハリン2のLNG工場の第3トレーン向けにガスプロム
に売るなら、石化コンプレックスが始動するための23億立方メートルのガスを供給
することを約束したという。その結果、ロスネフチとエクソンが液化天然ガス製造
を拡張するための燃料が足りなくなる。こうして、ロスネフチは、莫大な投資を必
要とするLNG工場を犠牲にして石化コンプレックスを優先させたのだとRBCの情報筋
は主張している。
  「東部石化コンプレックス」はロスネフチと中国化工集団（ChemChina）のロシ
ア極東でのプロジェクトで、沿海地方パルチザンスク地区に石油精製複合施設を建
設するというもの。これは、ガソリン、ディーゼル燃料、灯油、対アジア太平洋諸
国輸出向けバンカー重油を製造し、さらに極東連邦管区のガソリンの値下げと3500
人分の新規雇用の創出が期待される。同プロジェクトは国家鑑定総局と環境保護団
体から肯定的な評価を得た。エンジニアが詳細な設計に取りかかっている。2つの
製造ラインの建設への投資金額は7960億ルーブルになる。（DV.land 9月21日）

  ◇  大統領が大手検索エンジンに極東支社の開設を提案  ◇

  ロシアの検索エンジンYandexのオフィスを訪れたプーチン大統領は、ロシア極東
に事務所を開設するよう、経営陣に提案した。大統領によれば、極東連邦管区は今、
活発に発展しており、総合大学があるので、Yandexにとって有望な機会があるとい
うのだ。
  大統領の言葉に対し、Yandexのアレクサンドル・シュリギン社長は「指摘は理解
し、受け止めた」と応じた。Yandexは、大学の優秀な卒業生を探す等の目的で、ロ
シアの数多くの都市（モスクワ、サンクトペテルブルク、ニジニノブゴロド等）に
事務所を構えている、とシュリギン社長は説明した。
（ロシースカヤ・ガゼータ9月21日）

  ◇  Invest India内にロシア担当部局  ◇

  インドの公的投資促進機関「Invest India」がロシア局を開設した。目的は、ビ
ジネスコンサルティング、戦略ガイダンス、法律問題の処理など、全面的にロシア
企業を支援することだ。「Russia Desk of Invest India」の設置については、サ
ンクトペテルブルクで今夏、プーチン大統領とモディ首相が合意済みだ。
  Invest Indiaとの提携の枠内で、ロシア極東地域投資促進・貿易支援局の専門家
が相互投資の呼込みのノウハウを交換することになるだろう。
  アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣はこれまで、インド人投資家がロシア極
東に高い関心を示していることを指摘してきた。（極東開発省HP 9月21日）

  ◇  政府系企業がロ極東に約5000人の新規雇用を創出する  ◇

  ガスプロムがロシア極東に4800人の新規雇用を創出する、とアレクセイ・ミレル
社長が述べた。アムールガス加工工場と「シベリアの力」ガスパイプラインの稼働
によって、雇用は創出される。
  2008〜2016年にロシア極東では既に、「東方ガスプログラム」の実行の過程で
9200人分の新規雇用が創出された。アルツール・ニヤズメトフ極東開発次官はこれ
までに、ロシア極東開発では政府系企業が昔から主導的役割を担っている、と発言
している。ロシアの政府系企業9社の極東関連投資の総額は4.4兆ルーブルとなって
いる。「具体的な雇用、租税、歳入、住民生活の質的向上がこの数字に付いてくる」
とニヤズメトフ次官は明言した。（極東開発省HP 9月25日）
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  ◇  満洲里市税関管轄区で輸出入ともに増加の勢い  ◇

  満洲里税関統計によれば、今年7カ月間で、満洲里税関管轄区の輸出入額が216.3
億元を達成し、昨年同期に比べ22.6％の伸びとなった。輸出額は75.5億元で22.6％
増、輸入は140.8億元で22.7％増と、双方とも増加趨勢だった。
  満洲里税関管轄区における外国貿易の成長は主に四つの要素からなる。受給側の
構造改革の推進により企業の木材・石炭・鉱石などの製品の輸入規模がすべて拡大
したこと、家電企業の新興市場開拓により機械・電気設備製品の輸出活力が目覚ま
しいこと、互市貿易・総合保税区などの新貿易が成長のスポットライトとなったこ
と、満洲里の中ロ貿易の役割が突出し、内モンゴル自治区の企業が「一帯一路」沿
線国家と累計で372.6億元の輸出入を行ない、伸び幅が41％に達したことだ。この
ほか、満洲里が「草原シルクロード」経済帯と「中国・モンゴル・ロシア経済回廊」
の重要なハブ都市として、対ロ貿易の8割以上の輸送量を請け負っていることがあ
る。（内モンゴル日報9月12日）

  ◇  中モロ・シンクタンク国際フォーラム2017、9月18日ロシアで開催  ◇

  9月12日、内モンゴル自治区政府新聞弁公室がフフホトで「中国・モンゴル・ロ
シア・シンクタンク国際フォーラム2017」年度大会について記者発表した。内モン
ゴル自治区発展研究センターの関係者が「中モロ・シンクタンク国際フォーラム2017」
年度大会の状況について説明し、記者の質問に答えた。
  「一帯一路」の中の中モロ経済回廊建設を推進するために、中モロ3国外務次官
級北京会議での3国の学術・シンクタンク交流メカニズムを確立する合意に基づき、
中国の外交部が提起し、国務院発展研究センター国際協力局、内モンゴル自治区発
展研究センター、モンゴル科学アカデミー、モンゴル国立大学、ロシア科学アカデ
ミー極東研究所を第1回の共同理事長組織として、2015年9月に中モロ・シンクタン
ク協力連盟が設立され、2015年9月、2016年9月にそれぞれモンゴル・ウランバート
ル、中国内モンゴル自治区フフホト市で第1回、第2回の「中モロ・シンクタンク国
際フォーラム」が開催され、滞りなく終了した。連盟の規定に従って、ロシア科学
アカデミーシベリア支部モンゴル学・仏教学・チベット学研究所が輪番で主管する
「中モロ・シンクタンク国際フォーラム2017」年度大会が9月18日から22日までロ
シアのブリヤート共和国ウラン・ウデで開催される。
  今回のフォーラムは「中モロ経済回廊：発展の青写真」をテーマに、3国が共通
して注目している「課題と発展見通し」「インフラと商業・貿易」「農業・観光・
生態」「人文協力」などの議題をめぐって深く検討される。中国・モンゴル・ロシ
アの専門家約110名が参加する。そのうち中国側は40名余り、モンゴル側は20名余り、
ロシア側は40名余り。中国側は40本以上の会議論文を提出し、学術交流に臨む。
（内モンゴル日報9月13日）

  ◇  北東アジアの自動車中継輸送センターへ　大連港、4航路連続開設  ◇

  一汽大衆（中国第一汽車集団公司とフォルクスワーゲンの合弁）は今年大連港で
4本の航路を開設し、毎月平均7000台を大連港で積み替えている。9月14日の大連港
グループの情報によれば、昨年、一汽物流が大連港の自動車埠頭に出資してから、
「港湾物流＋自動車産業」の深いレベルでの協力モデルが非常に速く「収穫季」に
入った。1月から8月まで、大連港が積み替え輸送した一汽製品は5.6万台、前年同
期比で99倍となった。
  大連港の自動車埠頭は2012年以降、5年連続で東北口岸の業務量の100％を占め、
鉄道・海運一貫輸送の豊富な経験と整備された自動車物流システムは、東北の重要
な自動車メーカーの第一汽車グループの協力を呼び込んだ。2016年9月、第一汽車
グループ傘下の一汽物流が正式に出資し、大連港自動車埠頭の四大株主の一つとなっ
た。
  深いレベルでの協力モデルが始まり、今年から、一汽大衆の多くの製品が以前の
陸運から海運に転換した。1月に一汽大衆は「大連−上海」航路を開設し、4月には
「大連−煙台」航路、8月には「広州−大連」「大連−寧波」航路を連続して開設
した。現在は4航路が一汽製品の南北往来をサービスしている。
（遼寧日報9月16日）

  ◇  大連港、国際大型クルーズ船始発航海が新記録を突破  ◇

  9月20日、イタリア・MSCグループの豪華客船「抒情号」が再び大連港に寄港・停
泊した。9月8日以来4回目の「抒情号」寄港・始発となり、1万人近い旅客が「抒情
号」に乗船し、日本に向かった。そのうち大部分は東北地方から来ている。
  大連港は交通運輸部の「全国沿海クルーズ船港湾配置規画」で重点的に発展させ
ようとする始発港だ。2015年8月、「中華泰山」号が大連港から初航海し、大連港
のクルーズ船母港としての供用を開始した。2016年7月、大連港国際クルーズ船セ
ンターが正式にオープンし、7万トン級以上のクルーズ船の停泊作業を完成し、
「ロイヤルカリビアン・レジェンド・オブ・ザ・シー」「MSCグループ抒情号」
「中華泰山」号など延べ26隻が大連港を母港として営業し、出入国旅客は延べ6.48
万人を超えた。
  今年、大連市は中国クルーズ船観光発展実験区として承認され、クルーズ船業務
の発展のために新しい活力を注入し、「コスタビクトリア号」「ダイヤモンドクルー
ズ・グローリーシー号」がはじめて寄港・停泊し、1年間で延べ32隻の汽船を受け
入れ、出入国者数は延べ6万人を超える予定だ。（遼寧日報9月21日）

  ◇  中モロの鉱産資源開発商談会開催  ◇

  9月26日、第2回中国・モンゴル博覧会鉱産資源開発商談会がフフホトで開催され
た。内モンゴル自治区の王波副主席、姜建軍国土資源部科学技術・国際協力司司長、
モンゴル国の議員が会議に出席してあいさつした。
  王波副主席は、中モロ3国は豊富な鉱産資源を有しており、中モロの鉱業協力を
強化することは内モンゴル自治区とモンゴル・ロシアとの協力の「演技が難しい芝
居（重要な任務の意）」だと語った。また、内モンゴル自治区の地質調査業界のリー
ダー的企業として、内モンゴル地質調査局、内モンゴル非鉄金属局、内モンゴル炭
田局がモンゴル国で地質調査や鉱山開発などの面で業務を展開し、国外会社9社を
成立させ、36のプロジェクトの協力展開をして、累計で4億元近い資金を投入した。
これにより内モンゴル自治区の地質調査機関によるモンゴル国での業務の発展を大
いに支援することになり、中モロ経済貿易協力を推進するのに重要な役割を発揮し
ているとした。
  商談会は全部で5つの協力協定を調印し、協力分野は非鉄金属資源の探査開発、
鉱産品の加工までの延長、資源産業の経営などにわたり、目標貿易額は年間15億元
に上る。（内モンゴル日報9月27日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  2018年にモ中合同技術移転センターができる  ◇

  9月13日にウランバートル市で開催された学術会議「農業・イノベーション・技
術移転での協力のための一帯一路」の中で、モンゴル・中国技術移転センターの開
設が話題となった。
  内モンゴル自治区モンゴル・中国技術移転センターのツォグト所長によれば、こ
のセンターは来年開設される。「我々は、衛星を介して携帯電話による家畜の居場
所の追跡や放牧地の生産高管理の技術など、複数の最先端技術をモンゴルに導入す
るつもりだ。また、我々はモンゴル科学院、農業・軽工業省、教育・科学・文化省
の先端技術を入念に研究し、それらを内モンゴル自治区に導入するつもりだ」とツォ
グト所長は述べた。（MONTSAME 9月15日）

  ◇  鉱業を除く中小企業の輸出促進を世銀が支援  ◇

  モンゴル開発銀行は18日、輸出促進プロジェクトの実行を担当する世界銀行の組
織との連携に関する覚書に署名した。
  この覚書に従い、双方は、鉱業ではない中小企業に係る複数の共同事業（貿易知
識の向上、資金協力を得てビジネスをするために必要な情報の提供など）を実施す
る。さらに、双方は中小企業の新規市場進出や輸出向け商品の製造の方面でも協力
することにしている。
  このプロジェクトの枠内で、一定の基準を満たす企業は10万ドルまでの無償の資
金協力を得ることになる。プロジェクトの実行期間は4〜5年となっている。
（MONTSAME9月18日）

  ◇  モンゴル政府が省エネ計画を承認  ◇

  内閣は20日の閣議で「国家省エネプログラム」を承認し、この計画の実行に必要
な資金を国と地方の毎年の予算に反映させ、国際金融・融資・支援プログラムに盛
り込み、官民連携をベースに資金調達することを決定した。
  暫定値では、この国家プログラムの実行によって6億1000万キロワット時の電力
を節約し、大気へのGHG排出を60万トン削減することが可能となる。つまり、この
数値は2016年のダルハン火力発電所の発電量の2倍であり、約20万世帯の年間の電
力消費量に等しい。しかも、建物の熱損失低減の活動や事業の結果は、熱エネルギー
を30〜50％節約し、それを144戸の新規建築物への暖房供給に回すことが可能なこ
とを示している。（MONTSAME 9月21日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  香港で好評、山形の食　フェア、期間延長も（山形新聞9月17日）
  http://yamagata-np.jp/news/201709/17/kj_2017091700331.php

  ◇  海洋ごみ対策を議論　日中韓ロの26人参加（北日本新聞9月20日）

  ◇  酒田港、未来見据え中長期構想　有識者会議で課題把握
                                                       （山形新聞9月21日）

  ◇  苫小牧港　北極海航路、道内初荷揚げ（北海道新聞9月22日）

  ◇  サハリン航路利用1374人　目標大きく下回る（北海道新聞9月22日）

  ◇  農水産物輸出240億円　16年本県、過去35年で最高額（東奥日報9月22日）

  ◇  県立大に国際経済学部　20年4月新設方針（新潟日報9月22日）

  ◇  台湾客計3500人　社員旅行の一行、月内に順次（新潟日報9月22日）

  ◇  境港に超大型クルーズ船　中国人客4600人観光楽しむ
                                                   （山陰中央新報9月24日）
  https://www.sanin-chuo.co.jp/www/contents/1506217507396/index.html

  ◇  中ロ団体と交流促進　秋田商議所、経済連携で合意（秋田魁新報9月27日）

  ◇  中国、ウクライナの飼育員　鶴岡でクラゲ飼育を学ぶ（山形新聞9月27日）

  ◇  ソウル線週5往復に　来年2月、スキー客など見込む（新潟日報9月27日）
  http://www.niigata-nippo.co.jp/news/politics/20170927348435.html

  ◇  5〜8月の天津線定期便　直接経済効果5億円（東奥日報9月28日）

  ◇  村山−ロシア・ヤクーツク　伝統文化通じて交流（山形新聞9月28日）
  http://www.yamagata-np.jp/news/201709/28/kj_2017092800554.php

  ◇  東京五輪体操のロシア代表　加茂、事前合宿地に内定（新潟日報9月28日）
  http://www.niigata-nippo.co.jp/news/national/20170927348579.html

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇◇  ERINA賛助会セミナー「内陸発展途上国モンゴルの可能性」を開催します。

　　○日時　2017年10月31日（火）　14：00〜16：00
　　○会場　朱鷺メッセ中会議室301（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/130645/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書6
　　『現代朝鮮経済　─挫折と再生への歩み』【三村光弘編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

  ◇◇　招聘外国人研究員を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成29年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.320(20171006)
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